
1　事業の概要

①　成果目標（H24)

②　事業内容

　国庫支出金

　県　債

　その他（　　　　　　）

　一般財源

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

24,951 24,774 24,774

3.00 3.00 3.00 3.00

34,003

目標に対

する成果

の状況

　実行委員会の一員として、信州環境フェアを８月25日、26日に長野市ビッグハットにおいて開催した。来場者数は目標をおおむね達成

し、環境保全に関する知識の普及・啓発が図られた。

　信州環境フェア地域連携事業は、試行として５月４日に佐久市で行われた「2012環境フェアin佐久」へ出展し、地域イベントとの連携を

図った。

概　算

人件費

今後、事業

をどのよう

にしていき

たいか。

　　□ 事業を実施しない　　　　　■ 事業を見直して実施　　　　　□ 事業を現行どおり実施

・信州環境フェアについては、平成24年度の試行結果を踏まえ、各地域のイベントと連携する地域連携事業を予算化して県内３か所で実

施する。

・環境保全に対する知識の普及啓発のため、信州豊かな環境づくり県民会議と連携した事業を引き続き行っていく。

 概算事業費（B（A）+C） 33,530 32,822 34,776

4,515 4,719 7,916 4,716

8,579 8,048 10,002

24,774

1

(試行)

達成 3

0 0 0 0

4,213 4,513

－

1

(試行)

0

信州環境フェア来場者数

Aの

財源

950 0 0 0

信州環境フェア地域連携事業数

4,509 4,213

10,000人

合計（A) 9,974 8,932 12,129 9,229

補正予算 0 0 0

11,145人

10,000人

以上

9,926人 未達成

9,229 目標 成果 達成状況当初予算 9,974 8,932 12,129

項目

現況

（見込）

Ｈ２４
H25

目標

0 0 0 0

事

 

業

 

コ

 

ス

 

ト

区　　分（単位：千円） 22年度 23年度 24242424年度年度年度年度 25年度 成果目標の達成状況

予

算

額

前年度繰越

合計 12,129 10,002 9,229

5,521 5,811

公害紛争処理費 直接 公害紛争処理法に基づく公害調停１件 130 90 217

環境保全活動推進費

直接

負担金

信州環境フェア、環境科学研究発表会、環境保全研

修会の開催

信州豊かな環境づくり県民会議との連携による環境保

全の普及啓発

6,387

（当初）

環境審議会運営費 直接

環境審議会の開催（６回）及び第三次長野県環境基本

計画他４計画の策定

5,612 4,391 3,201

・信州環境フェア来場者数　　　１万人以上

・信州環境フェア地域連携事業の実施　　１か所(試行)

事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H24事業実績

H24 H25

（当初） （決算）

【左記の説明、根拠法令等】

■民間、市町村でも実施可能だが、県関与の必要性有 環境基本法、長野県環境基本条例、特定工場における公害防止組織の整

備に関する法律、環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

県が関与

する理由

■法令等義務 □内部管理 ■県でなければ実施不可　

目指す姿 県民・事業者・ＮＰＯ等の参加と連携による環境保全活動の啓発・普及及び環境教育の推進

現状

・長野県内における環境の保全に関する計画等を策定する場合は、その計画等を策定する根拠となっているそれぞれの条例等に基づ

き、長野県が環境審議会に諮問し、本審議会において審議を行うこととなっている。

・環境保全に関する知識の普及・啓発を図るために、様々なイベントや関係する諸団体との連携が必要となっている。

・環境教育を進めるためには、学校教育のみならず地域や家庭での活動が重要であるため、こどもエコクラブ等の活動を支援していく必要

がある。

課・室 環境政策課

＜参考＞

総合５か年

計画

プロジェクト  E-mail

施策の総合的展開

３－２　豊かな自然環境の保全

３　県民参加による環境保全 実施期間 Ｈ７ ～

事業改善シート （２４年度実施事業分）　　□予算要求　　□予算案　　　■点検

事　業　名 環境保全活動等推進事業費環境保全活動等推進事業費環境保全活動等推進事業費環境保全活動等推進事業費
担

当

課

部局 環境部

kankyo@pref.nagano.lg.jp

事業番号 05 01 01


